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 ■コメント：  

毎回出される基準案について感じることは、企業会計基準委員会という組織でも「縦割り行政」をやってい

るということです。つまり、税務との調整はしない。税効果会計における繰延税金資産の上限を決めようと

しているにも拘わらず、また、税効果会計の対象にする。そして、株主総会決議により支給額を決定する会

社は引当金を計上するが、通常の利益処分案は株主総会の８週間前であり、それを待っていると早期開

示はできないので、概算計上することになる。利益処分案と引当金計上額が異なった場合、また、株主総

会で否決された場合等の処理が明記されていない。 

 役員賞与は、期間報酬ではなく、インセンティブであり、従業員の賞与と同様に取り扱うべきではないと考

える。委員会設置会社における報酬委員会での決議がどれだけ信頼性の高いものかは、これからの歴史

で証明されると思うが、少なくとも過去の実績からは全ての会社が理路整然と行っていないことは証明され

ている。 

 


